



















































































































































































































































































損なう危険をはらむものであり，適切な支援が必要である。彼らは ｢休む｣ ことや ｢人に任
せる｣ ことに罪悪感を感じてしまう傾向にある。しかし適切なアドバイスを提供してくれる
存在が身近にいないケースも多い。孤独なリーダー状態に置かれている学生も少なくない。
・　学生固有の問題
　学生には在学期間があり，また試験や長期休業，卒論といったものがついて回る。それゆえ，
以前では大学が調整したボランティアに期間を決めて参加することが多かったのだが，社会
活動に自ら選んで参加するとなると，そうした学生の事情は配慮されない。しかし学生の中
には，休学をして市民活動に取り組む学生も増えており，この点については大学としての制
度上の支援が求められる。
　またこの事情は，活動の継続性，安定性の面からも問題がある。安定的な活動を望んでも，
ピーク時には学生がいなかったたり，引き継ぎがうまく進まなかったり，といったことが生
じる可能性があるからである。活動に当たっては，学生故のリスクといったものを考えてい
かないと，その制約が彼らを苦しめることになることも考えられる。
　これらの問題は，学生に非がある，というものではない。社会的経験が少なく，問題にまっす
ぐに取り組もうとする若者が，共通して陥りやすい罠である。周囲の期待や励ましが，かえって
この状態を深刻にするような可能性もある。多様な状況で市民活動が発生したり，運営されるこ
とが多くなっていることからも，学生の状況をモニターすることは難しいが，適切な助言を提供
できる仕組みなどを整えていくことが，学生にとって安全で信頼できる体制ということが必要に
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なってくる。自主性を重んじるという美名の下，学生にリスクの大半を負わせていたのでは，社
会に貢献する大学としては大いに問題があるといわざるを得ない。
2-2.　支援体制側の問題
　学生の市民活動を支援する体制としては，大学と地域の市民活動サポートセンターのような外
部の専門機関がある。
　市民活動サポートセンターは，市民活動全般にわたる専門機関であり，NPOの設立・運営から，
市民活動に関わる諸相談まで対応してくれる。そうした組織・専門家がいることは心強いことで
あるが，学生が自らそうした組織に連絡を取って活動を始めることや，アドバイスをもらいに行
くことは決して多いとはいえない。学生にとっては，自らの取り組む活動は特別なものであり，
市民活動という範疇のものといった意識がないことが普通である。市民活動サポートセンターの
ような専門機関があることを周知し，活用することを促したり，合同でセミナーを開催するといっ
た取り組みは有益であろう。
　学生にとって，通常最も身近な支援者は大学であろう。その大学の実態について，先の日本学
生支援機構の調査6）から傾向を見ることができる。
　学生に対するボランティアやNPOに関する情報提供を，どの様な方法で行っているか，とい
う問に対し，｢学内掲示板（81.3%）｣「ボランティア関連掲示板（29.7%）」をあげるところが大多
数だった。それ以外で多かったのは，｢学内ボランティア団体へ直接連絡（47.4%）｣ や ｢関連す
る講義で連絡（20.8%）｣ であった。このことから推測できるのは，大学が市民活動に関して細か
な情報を提供していることは少なく，特に相談という形でやりとりされることは少ないだろうと
いうことや，一部の関係団体や関係する教員以外については，細かな支援が提供されているとい
うことは考えにくいということである。これは，同調査で，専門の担当者が置かれている比率が
低い（6.9％）ことからも裏付けられる。
　また平成17年に行われた ｢学生ボランティア活動に対する調査｣の結果と比較して，大学が行っ
ているとするものと，学生が行っているものとの差が認められる。｢スポーツ｣ ｢高齢者・障がい
者支援｣「地域づくり」などでは大学側のポイントが高く，｢留学生支援｣ ｢環境保護｣「災害被災
地支援」などでは学生のポイントが高い。この結果は，大学が講義などの関連で取り組んでいる
活動について重点的に捉えているのに対し，学生自身が自らの判断で取り組んでいるものをあげ
ている差が反映されていると考えられ，このことからも，大学の支援体制は，一般的に受動的で，
学内の限られた関心に応えるものになっており，学生自身の関心はそれより広範なところにある
可能性があると考えられる。
　一つ注目できるのが，担当者が考える支援上の課題として，専任担当者が置かれている大学で
６）　独立行政法人日本学生支援機構「大学等におけるボランティア活動の推進と環境に関する調査報告
書（平成20年度実施）」，平成21年３月　pp.15-16,pp.26-27
http://www.jasso.go.jp/syugaku_shien/volunteer_2008investigation.html#report
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は，それ以外のケースに比して，｢ボランティア・NPO情報の選択・精選が困難｣ とする比率が
高い（34.9%平均22.4%）ことがあげられる。専任担当者がいるケースでは，企業からの依頼など，
多様なボランティアに取り組んでいる様子がわかるが，学生に勧めるべきかどうかという点につ
いて，判断していくのはかなり難しい。加えて市民活動としてだけの評価であればともかく，就
職関連といった別の判断基準が入ってくるとさらに困難なものになる。依頼側，需要者側の思惑
もあり，調整活動が困難なものになることを，先行した事例から見て取ることができる。
　教育や福祉系の大学では，ボランティアを講義の一部に組み入れ，積極的な活用を進めてきた。
また地域支援，地域振興などをテーマに，教育研究活動の一環として市民活動を推進してきた大
学もある。地域との連携を推進することで，大学の地域貢献，社会貢献を目指した大学もある。
今までの大学の市民活動支援は，そうした目的に沿う形で行われてきたといえ，それに該当しな
い活動は取り上げられてこなかった可能性がある。しかし今日の学生の意欲は，その枠組みを超
えたものとなっており，むしろ学生の意向を後押しする形で，大学の支援が進んでいるようなケー
スも見られているように思われる（特に東日本大震災後，支援体制は大幅に強化されたように思
われる）。ただ現状では，拡大する市民活動に対する学生ニーズに応え，支援していくのに十分
な体制を大学が備えることはとても難しいといわざるを得ない。中間支援組織などとの連携の中
で，どの様な役割を果たしていくか，というあたりが，今後の検討事項になっていくと思われる。
　そうした状況下で，今後大学が市民活動支援という点で抱える問題点について，取り上げてみ
たい。
・　市民活動の多様化
　市民活動，社会貢献活動などと呼ばれるもの自体でも数は相当に増えており，それに類す
るものとなれば極めて雑多な状況になっている現状では，その全てを取り扱い，判別し，提
供するといったことは現実的には不可能である。現状では情報の発信元や講義との関連など
を基準に限定された情報を扱っているだろうが，学内の学生や教員が始めた市民活動をどう
取り扱うか，学生が学外で始めた活動をどう取り扱うか，中間支援組織が公募した活動はど
うか，といったように，市民活動の拡大スピードを鑑みれば，定義を決めて限定していくこ
とは難しく，といって何でもOKとするのは難しく，といった板挟みになるのは目に見えて
いる。
　大学によっては，学生が関わる市民活動に資金的支援をしていくといった考えもあるよう
だが，積極的に活動している団体ほどメンバー構成などが多様化しており，基準に当てはま
らないようなことになったのでは本末転倒である。同様に，大学の社会貢献事例となるよう
なものを生み出したい，という大学側の意向も，市民活動を広げていこうという学生にとっ
ては邪魔だったりもする。となると，大学側が支援し，それが学生からも社会からも評価さ
れる部分としては，立ち上がり段階での支援，インキュベーション支援ということになるだ
ろう。
　この点について，支援体制を考える上で重要になるのが，大学としての市民活動との連携
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の仕方についての基本方針や戦略である。市民活動サイドからの要請はいくらでも拡大する
だろう。そこでタイムリーな判断を行っていくには方針が明確になっていなくてはならない。
個別案件で対応していたのでは，活動を停滞させかねない。市民活動の広がりのスピードを
見誤らず，対応していけるようにしていくことが重要である。
・　ネットワークの時代故の問題
　最近の学生活動の動向を見ると，学生間の連携によって広がっていることがわかる。友人
の紹介で，その友人がやっている市民活動に入って活動し，そこで知り合った人から紹介さ
れ，また別の活動に参加し，といった具合に，学生間のネットワークを通じて活動が広がっ
ていく。その拡大スピードは極めて早い。
　大学単体で対応を考えていっても，市民活動の広がりは，その整備のスピードを遙かに上
回っている。活動を考え，Facebookで仲間を募り，次の日には活動ができている―そん
な勢いが既にある。学生間のネットワークは，既に社会人を含むものになり，彼らを中心に
複層化していく。一人の学生が４つ，５つの活動を ｢掛け持ち｣ していく。市民活動には，
以前は戸籍，すなわちどの様な母体があって，どの様な経緯から生まれたのか，といったも
のがあったが，今はそうしたものを持たないものが多い。その活動の内容や設立の経緯を探っ
てみても，やろうと思って始めた，以上のものが見当たらないことも少なくない。
　実際最近学生が取り組んでいる市民活動は，他大学のメンバー，社会人メンバーなどが当
たり前のように入っている。内容からしても，いわゆる学生のサークル活動に近い軽いノリ
のものもあれば，全国的なNPOの支部の活動であったりもする。ある程度共通性があると
すれば，日常的には地域的に活動していることくらい･･･　こうした活動を把握し，支援し
ていくなら，地域的な大学間＋中間支援組織＋行政の連合型の支援体制を構築していくこと
が必要になろう。そうした時代に即した支援体制の構築が必要とされているといえる。
・　人材の育成に関わる課題
　大学という機関ができること，期待されていることは人材の育成である。実際に市民活動
をやろうとしたときに，メンバーとなる人材ばかりが集まって，リーダーやマネジメントを
担う人が育たないというジレンマに陥りやすい。仲良しクラブになってしまったのでは運営
に支障が出るし，折角始めた活動を拡大したり，成長させていこうというときに問題が生じ
ることになる。市民活動に関わっている学生，関わろうという学生に対し，市民活動の進め
方，留意点，外部との連携の仕方，資金調達方法などを教えていくことは，教育機関として
の大学として重要なことである。またそういう知識があることで，市民活動の選別や，外部
との連携の際に考慮することが見えてくるのも効果としては大きい。
・　予算上・体制上の課題
　市民活動の数と成長スピードが速くなると，支援体制を構築することは難しくなる。市民
活動に精通した人材を探していくことは難しく，人員確保さえ容易とは言いがたい。
　加えて厄介なのが予算上の問題である。市民活動支援のための費用は，活動が増えている
12―　　―
東北学院大学経営学論集　第２号
12
こと，広域化していることなどから膨らむ傾向にあり，支援業務量は確実に増えている。学
生ボランティアを活用したり，地域ボランティアの協力を得ていくことも考えられるが，活
動を拡大し，公的資金の導入を考えたりするようになると，どうしても基本的な体制を保持
していくための費用が上昇する。
　市民活動自体に資金援助を行うことは考えにくいが，大学発のボランティア活動のような
ものについては，大学のブランド化に貢献するものとして支援を行っている大学も少なくな
い。ただ支援の基準を明らかにしなければ不公平感を高めることになる。
　費用という点では，市民活動のNPO化を進めれば，外部資金を調達することがしやすく
なる。NPO化を促していくことも，結果的に資金力のある，有力な団体を育てることにな
る有望な手法であるといえる。
　支援体制側の問題は，大学としてできることは何か，ということと，それをするためにはどう
するかということを決められるかということにある，といえる。極めて多様化し，成長を続ける
市民活動を補足していくには，明確な方針を備え，準備をしていかねばならない。市民活動の現
状からすれば，支援体制の構築は難しい点も多いが，大学としての価値を向上させていくために，
避けては通れないであらう。
2-3.　市民活動側の問題
　最後に市民活動側の問題である。市民活動が多様化してくると，｢社会で学ぶ｣ ことはより一
般的なものとなり，多くの学生が参画するようになる。その結果，様々な活動が ｢市民活動｣ と
して登場することになり，時に問題を生じることになる。
　実際に，社会的な目的の実現のために市民活動に参画するのとは異なると思われる取り組みに
も，多くの学生が参加している。むしろ学生の多くは，｢社会で学ぶ｣ という，大学ではできな
いことをやりたいという意識を持って，リアルな感覚の中で仕事をしてみたいという思いから
様々なものに取り組んでいるように思われる。
　しかし ｢社会で学ぶ｣ ことは，何かに貢献することには違いないが，その全てが社会的目的の
実現につながるわけではない。そのことをわかっていて参加しているのであればそれでよいのだ
が，学生の中には明らかに混乱が見受けられる。事実，市民活動の中には注意していかなければ
ならないものもある。
・　労働力としての採用
　学生達が参加している ｢社会での活動｣ の中には，彼らを労働力としか捉えていないので
はないか，と思われるものも少なくない。時に市民活動といわれるものでもそういうケース
がある。
　どの様な活動であれ，学生が参加するのはボランティアとしてである。ボランティアは，
その活動の理念，目的，活動内容に共感して行われるものであり，得体の知れないものに対
してボランティアで何かを行うということは考えにくい。
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　しかし実際には，内容の説明がないまま，ビラ配り，ティッシュ配りを何時間もさせられ
たり，講演会の紹介を自分のSNSの友達に送り続けたり，といったことをさせられているよ
うなケースもある。本来アルバイトのような形で賄うべき仕事を，社会的な目的をちらつか
せることでボランティアとしてやらせているのだとすれば問題である。とはいえ，悪意があっ
てのことなのか，知らずにやっている（仕事を依頼する方も良くわかっていない）のかはわ
からないし，学生側が苦情を申し立てるわけでもないので追求されることは少なく，問題が
表面化してこない。
　こうした活動の多くは，企業ではなく，非営利的な法人組織などから寄せられるものが多
い。その組織の活動自体は社会性のあるものであり，間接的には社会的な目的の実現に関連
するものであるといえないこともないだろうが，社会的なものとして参画し，自らの気力や
体力をすり減らす学生にとっては，その実態をもっとしっかり見極めなければならない対象
といわざるを得ない。しかしそうした組織には，学生間のネットワークを通じて，かなり多
くの学生が吸い寄せられている。
　彼らが集客に際して用いるのが，「インターンシップ」という言葉である。就業体験とい
うことであれば，どの様な仕事であれ問題はない，という考えなのかもしれない。しかしイ
ンターンシップなら，体験させる側に体験の効果を考える責任があり，学ぶ側への配慮がな
くてはならない。もちろん学生の側にも，しっかりした目的意識や努力が求められる。少な
くともそこに信頼関係が成り立っていないのであれば，｢ただ働き｣ は発生しないのである。
　実態としては，社会で学びたいと強く考える学生に対して，市民活動であれ，インターン
シップであれ，もっともらしい理由を与えれば，学生をただ働きさせて良い，という構図が
できあがってしまっているということである。学生は，意欲のあまりに内容を吟味しないし，
大学の窓口を通ることもなく先んじて行いたいという気持ちばかりが先に立ち，実態を知ら
ずに活動に参加。そして疲弊することになる。
　言うまでもなく学生がそれほどまでに焦る理由は，就職のためである。こうした体験が，
就活で有利になると考えるため，必死に取り組んでいるのである。異常な就活ブームの中で，
市民活動的ものが利用されることは少なくない。こうした点について，学生自身もしっかり
した認識を持つべきで，軽々しく出来る「体験」のような考えで参加する安易さが問題の原
因の一つである。もちろん市民活動だからといって，学生を自由に使って良いということに
もならない。大学としては，実情を把握し，学生への注意を喚起していくことは必要だろう。
学生が参加する活動に対して，無関心でいるわけにはいかない。
まとめ
　市民活動は今日の日本の社会の中で，大きな存在になっている。学生はその担い手として大き
な役割を果たしており，その成果も認められるようになっている。｢ボランティアの単位化｣ を
始め，市民活動への参加を促したり，学生活動として，学生主体の市民活動の創成を促す取り組
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みが盛んに行われてきたこと，またそれを支援する市民活動や行政サービス，企業活動（インター
ンシップの受け入れ，ボランティア活動の支援など）が多数生み出されて来たこともあって，学
生が市民活動に関わる機会は増え，自らが市民活動をスタートさせることも増加していると考え
られる。しかしその実態は明確に把握されておらず，学生の自主性に委ねられていることもあっ
て，そこにどの様な問題があるかも把握されていない。しかしその活動は曖昧なまま範囲を広げ，
学生達にとって遙かに身近な存在となっている。
　この市民活動と学生の関わりについては，大きく２つの点から検討が必要であると考えられる。
第一は，学生の市民活動への傾倒が続いていることを鑑み，市民活動の実態を理解し，市民活動
の成果並びに課題を明らかにしていくことである。東日本大震災を受けて，それ以前とは比較に
ならないほど多くの活動が惹起され，多くの学生が関与するようになっている。その貢献は極め
て重要であるが，疲弊したり，困難を抱えている学生も少なくない。学生の自主的な活動という
ことで，放任するわけにはいかない状況にあるといえる。正しい理解の下，適切な関係を醸成し，
市民活動が教育の場としても，社会貢献の場としても，さらに活性化されていくように取り組ん
でいく必要がある。これについては，震災後の学生活動について，学生の意識を広範に調査し，
市民活動，学生活動の実態把握に努めていく。
　第二に，市民活動を発展させていくための力を高めることである。市民活動の重要性は広く理
解されている。多様な可能性を有し，実際に多様な設立・運営の形態を持ち，活動を拡大してい
る市民活動であるが，その大半は期待に反して短命であり，行政やビジネスを代替・補完する役
割を果たせるまでには至らないことが多い。もとよりそうしたものを目指していなかったり，期
待されていなかったりする部分もあるが，継続を望みながらもそれに欠けているのは，マネジメ
ント能力の欠如によることは明白であり，それを補っていくことが市民活動の可能性を高め，社
会の問題解決力を向上させる上では不可欠と考えられる。市民活動を促進していく上で，マネジ
メント能力の向上は重要な課題である。
　既に多くの団体が，市民活動支援を進める目的で，積極的にセミナーなどを展開してレベルアッ
プに取り組んでいることからも，マネジメント能力の向上の必要性は明らかである。しかしその
担い手として，実際に必要でありながら､ その教育が遅れているのが，最も多くの参加者である
学生である。学生は，｢何かをしたい｣ という意欲は強く持っているが，それを自ら実現しよう
とか，｢良くやりたい｣ という意欲は持ちにくい。単なる参加者にならず，活動を創造するもの
として活躍してもらえる様になれば，市民活動に関わる意義も大きなものになるといえる。
　市民活動を運営していくためのノウハウは，まだまだ十分とはいえない。今後，経験的に蓄積
されているものを，理論的にまとめ直していく作業が必要になろう。学生という顧客視点から，
市民活動という商品がどの様な価値を持つものと感じとられるのか，同時にその顧客にとって，
共に構築すべきサービスとしての市民活動はどの様なものであるべきなのか，といった視点から，
市民活動，学生活動と呼ばれるものの評価に取り組んでいきたいと考える。
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